「韓国併合」100年を控えて、日本の市民社会から発信する「信頼と希望創造のメッセージ」
「反省と和解のための市民宣言」
日本は、いわゆる「韓国併合条約」を強要し、1910年８月29日から35年間、朝鮮半島を植民地としました。２年後の2010年でちょうど100年の節目を迎えます。私たちは、日本に暮らす市民として、日本と朝鮮半島に暮らす人々がこの100年の歴史をふまえて、心からの和解を進め、人権と民主主義という人類の普遍的価値に基づき、東アジア、さらには世界に平和を実現することを希望し、以下のように宣言します。
『世界人権宣言』は「人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と、平等で譲ることのできない権利とを承認することは、世界における自由、正義および平和の基礎である」と前文で謳い、第１条では「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とにおいて平等である。人間は、理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければならない」としています。また『日本国憲法』も「われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたい」と明記しています。
植民地支配は無数の被害者を生み出しました。ところが、なすべき調査や謝罪および正当な補償がなされないまま、被害者が放置されてきたことは、上記の理念に照らしても、見過ごすことはできません。それこそが日本と朝鮮半島に暮らす人々の間で真の友好と信頼関係の構築を妨げてきたと考えます。こうした日本による植民地支配の罪責を省み、この歴史責任を果たさねばなりません。
私たちは、日本と朝鮮半島の21世紀を信頼と希望の世紀として創造するために、『世界人権宣言』および『日本国憲法』の理念に基づいて、各自「同胞の精神」をもって行動したいと考えます。

「反省と和解のための市民宣言」【案】作成経過報告

２００８年９月９日

宣言起草委員会委員　戸塚悦朗

　２００８年９月１日及び８日と２回の起草委員会が開催され、宣言案の原案が一応完成しました。「その作成経過について報告して欲しい」との依頼を受けましたので、報告します。

1． 宣言案の起草の討議経過の概要

１－１．９月１日討議経過（第１回小委員会）

第１回小委員会（３時から６時）Eメールでの発起人からの意見を臨時事務局がまとめた原案をたたき台として、起草についての考え方について、いくつかの論点を自由討論しました。

　その際小委員の間で共有された考え方は、おおよそ以下のとおりでした。

宣言案は、できる限り短く（１枚以内）、分かりやすいものとすること、

運動の主体になる市民としては、日本に住む市民とし、日本人のみならず、在日外国人も含むこと、

そのために、運動の立脚点になる理念については、インクルーシブな思想で貫かれている世界人権宣言をできる限り活用すること、

宣言としては、１００年を期に、日本が朝鮮を植民地支配に際して加えた被害について、市民が各自検討し、行動することを宣言することで結ぶこと、

その後に原案を一字一字読み上げながら、詳細な討議をしました。その場で委員がこもごも修正案を提案しながら議論し、第１次宣言案が出来上がりました。

出来上がった第１次案は、３つのパラグラフからなっています。

【宣言の対象と目的】

第１パラグラフは、植民地支配の歴史を踏まえることを述べて、宣言の対象を確定した上で、日本と朝鮮半島に住む人々が和解を進め、世界平和を希望するという宣言の目的を掲げるものとなっています。

【宣言が依拠する理念】

第２パラグラフは、この宣言の拠って立つ理念についての部分で、私たちの運動の思想的な基盤を定めるうえできわめて重要な部分です。人類の代表者として国連が、人類社会の視点から、すべての構成員【人】の尊厳と権利を、宣言した世界人権宣言を根本的な理念とすることを明らかにしています。市民宣言の基盤として、人権と平和が密接な関連を確認している世界人権宣言の前文を引用しています。さらに、世界人権宣言の基盤をあらわす第１条を援用することで、私達が判断の基準として世界人権宣言が定めている「すべての人」の人権を採用することを明確にしています。さらに、第１条を引用することで、私達人間が行動する際の根本原理として、国籍を超える「同胞の精神」が根拠となることを明記しようとしています。この点が確認されているからこそ、日本人も、在日外国人も、同じ基盤に立って、「すべての人」の人権の実現のために、ともに行動できるし、またそうしなければならないことが明確にされるわけです。

なお、日本人のために、日本国憲法の前文の引用も維持しています。

【宣言と行動】

第３パラグラフは、植民地支配の被害者を無視してきたことが友好関係を妨げてきたことを乗り越えるために、私たち市民が世界人権宣言に沿って歴史責任を果たすことによって、日本と朝鮮半島の２１世紀を「信頼と希望の世紀」として創造しようと、「同胞の精神」をもって行動することを宣言し、締めくくっています。

この宣言は、どのようなユニークさを持っているのかについても意見交換しました。以下は、私の思いを述べたことの要旨です。その場に出席していた起草委員全員が同じ思いだったと思いますので、参考のために３点をあげておきます。

1 これまでの日本では、１９３１年以降の１５年戦争についての反省については、相当の研究と論議がなされてきました。しかし、植民地支配については、必ずしも十分であったとは言いがたいのではないでしょうか。「韓国併合条約」【１９１０年】の基盤となった「韓国保護条約」【１９０５年】が「絶対的無効である」との書面を国連に提出し、講演を重ね、学術誌に研究発表
した経験がある私の体験から言えば、日本にとって植民地化問題の研究も論議もタブーと言ってよい分野でした。現在の大学でも、自由な論議が困難であると感じることもあります。そのタブーは最近破られつつありますが、この宣言を期に、日本と朝鮮半島に住む市民の間で、全面的な学習、研究、論議が繰り広げられるようになることを期待できるでしょう。

2 この作業は、ナショナリズムの壁に阻まれ、日本と朝鮮半島に住む市民の間でも、歴史認識さえ共有することができていませんし、ましてや重大人権侵害の真相究明、被害者への謝罪のための論議は、放置されてきたといってよいと思います。その作業を、日本でも日本人と在日外国人の立場をともに乗り越えようという試みが始まるのです。それは、世界人権宣言が行動の指針とする「同胞の精神」によって初めて可能になるのではないでしょうか。宣言は、それを意識的に述べています。

3 宣言をもとに、この運動に共鳴する市民が、それぞれが問題提起して、行動することをめざします。その多彩さは、発起人も想像ができないほどの広がりを持って欲しいと期待しています。このような運動が草の根レベルで進展する。そのような過程こそが、東アジア地域の和解を進め、ひいては世界平和の基礎を築くでしょう。

時間切れのため、個々の行動提起の論議を終えることができませんでした。その案は、別途各自委員から提案することとし、別の形の文章にまとめる方向で、次回検討することとしました。

１－２．９月８日討議経過（第２回小委員会）

第２回小委員会（４時から６時）では、第１次宣言案作成後に寄せられた意見を参照しながら時に推敲が十分ではなかった第３パラグラフから一字一字の討議を始め、この部分に大部分の時間をかけました。日本語としての表現に問題があった部分に修正を加えました。

内容的には、第１次案と大きな違いはありませんが、世界人権宣言第２８条の条文の引用を省いて（「世界人権宣言」におきかえて）簡略化しました。また、文章をできるだけ短く切るなど、分かりやすくする工夫を加えました。さらに修正された文章を読み返すことで、日本語としての推敲を重ねました。

その後、タイトルから始めて、第１、第２パラグラフを含めて、全体を一字一字読み上げつつ推敲し、若干の修正を加えました。

以上で、第２次宣言案が完成しました。

あとは、これをもとに発起人から意見を頂き、第３回起草委員会（１０月１４日午後６時。戸塚研究室（龍谷大学法科大学院・至心館３５６）で最終的な確定をし、創立委員会へ提案する宣言案とすることになりました。

　なお、行動的提起の部分は、多岐に渡り、とても短時間の起草委員会の討議時間で尽きるものではありません。この部分は、開かれた「行動綱領」として、別の文書とすることとしました。その中身は、発起人が次々と具体的な提起を提案し、付け加え、漸次創りあげてゆくことにしたいと思います。そうなると、およそ完成ということはないかもしれないと思いますが、それこそが望ましいものと言えるのではないでしょうか。

２．起草に当たっての個人的な感想

臨時事務局が発起人からのさまざまな意見を十分に取り入れ、まとめてくれた原案が準備されていたことから、起草作業は効率的に進みました。

起草委員会には、元ベテランジャーナリスト、指導的な市民活動家、大学教員・研究者などが参加しましたので、学際的な論議が可能になり、充実した第２次宣言案を起草することができました。

「市民宣言を短く簡略なものとすることで起草が容易になるだろう」と予想していたことは、正しかったと思います。しかし、起草委員として作業に参加した体験から言いますと、それでも、宣言案の起草は予想以上に難しい作業であると痛感しました。

世界人権宣言の起草が大変困難なものであったことを知れば知るほど
、意味ある重要な宣言文書の起草作業は難しいものだと再認識させられました。「この運動が、世界人権宣言６０周年の年に起こされたことにも、深い意義を見出すことができる」と感じたのは、私一人でしょうか。

� 戸塚悦朗「統監府設置100年と乙巳保護条約の不法性――1963年国連国際法委員会報告書をめぐってーー」『龍谷法学』39卷１号2006年６月、15~42頁。ウェブ公開されている。http://ci.nii.ac.jp/cinii/servlet/QuotDisp?LOCALID=ART0008576185&DB=NELS&USELANG=jp


�今年１２月１０日が世界人権宣言６０周年にあたりますので、これを記念して龍谷大学全学教職員研修会で世界人権宣言に関する講演を依頼されている関係上、世界人権宣言の起草経過を勉強していたことが役立ちました。
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